
(57)【要約】
【目的】  生体組織の導電率を無侵襲で測定する。
【構成】  生体組織の導電率の仮定値に基づいて生体表
面の電位の計算パターンを算出し、生体表面の電位の実
測パターンとの差の二乗総和を最小にすべく導電率の仮
定値を補正して生体組織の導電率を得る。



【特許請求の範囲】
【請求項１】  生体を格子状の抵抗ネットワークでモデ
ル化し、抵抗ネットワークの格子点のうち、生体表面に
位置する２つの格子点間に能動的に電流を供給し、上記
電流の供給に起因して生体表面に位置する他の格子点に
生じる電位のパターンを計測し、上記電流が供給された
ことに起因して上記他の格子点に発生すべき電位のパタ
ーンを算出し、計測された電位のパターンと算出された
電位のパターンとの他の二乗和が最小になるように抵抗
ネットワークを構成する各抵抗の値を補正して生体組織
導電率を得ることを特徴とする生体組織導電率の測定方
法。
【請求項２】  抵抗ネットワークを構成する抵抗を、生
体組織に基づいて予め分類しておく請求項１に記載の生
体組織導電率の測定方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【産業上の利用分野】この発明は生体組織導電率の推定
方法に関し、さらに詳細にいえば、人体等の生体を構成
する組織（骨、血液、筋肉、皮膚等）の導電率を推定す
るための方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】従来から生体の組織導電率を測定するこ
とが要求されており、この要求を満足させるためには、
導電率測定対象となる組織を生体から切離し、この状態
において、例えば４端子法により該当する組織の導電率
を測定していた。ここで、個々の生体の組織導電率が得
られていると仮定すれば、例えば、生体の断層像に基づ
いて生体を２次元または３次元格子状の抵抗ネットワー
クで近似することができる。そして、生体が抵抗ネット
ワークで近似されていれば、生体表面の複数の測定点に
おいて電位を測定することにより、個人差を考慮した状
態で生体内部の電流源を解析することができる。また、
生体内部の電流源としては、例えば、心臓、脳等が知ら
れている。したがって、上述のようにして生体内部の電
流源の解析を行なうことができれば、断層像だけでは得
ることができない情報（心臓、脳等の興奮状態を示す情
報など）を得ることができ、生体の診断、治療に著しい
貢献が期待できる。このような観点から、生体の組織導
電率の測定が強く要望されているのである。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】しかし、上述の方法を
採用して生体の組織導電率を測定する場合には、測定対
象となる組織を生体から切離すことが必須になり、無侵
襲で生体の組織導電率を測定することが不可能である。
また、測定対象となる組織が心臓、脳等である場合に
は、該当する組織を生体から切離すことができないの
で、このような組織の導電率を測定することができな
い。
【０００４】このような点を考慮して、例えば、死体か

ら組織を切離して導電率を測定することが考えられる
が、このような組織は生体内部に存在する組織とかなり
状態が異なり、しかも、組織にはかなり個人差が存在す
る可能性があるので、生体の組織導電率とはかなり異な
る値が導電率として得られる可能性がある。また、生体
から切離された組織は、死体から切離された組織よりも
生体内部に存在する組織に近いのであるが、生体内部に
存在している場合と比較して状態が変化し、導電率も変
化することが考えられるのであるから、生体から切離し
可能な組織であっても、生体内部に存在している状態に
おける導電率を測定することができない可能性がある。
【０００５】即ち、生体の組織導電率を正確に得ること
は殆ど不可能であった。
【０００６】
【発明の目的】この発明は上記の問題点に鑑みてなされ
たものであり、無侵襲で生体の組織導電率を計測するこ
とができる生体組織導電率の計測方法を提供することを
目的としている。
【０００７】
【課題を解決するための手段】上記の目的を達成するた
めの、請求項１の生体組織導電率の測定方法は、生体を
格子状の抵抗ネットワークでモデル化し、抵抗ネットワ
ークの格子点のうち、生体表面に位置する２つの格子点
間に能動的に電流を供給し、上記電流の供給に起因して
生体表面に位置する他の格子点に生じる電位のパターン
を計測し、上記電流が供給されたことに起因して上記他
の格子点に発生すべき電位のパターンを算出し、計測さ
れた電位のパターンと算出された電位のパターンとの差
の二乗和が最小になるように抵抗ネットワークを構成す
る各抵抗の値を補正して生体組織導電率を得る方法であ
る。
【０００８】請求項２の生体組織導電率の測定方法は、
抵抗ネットワークを構成する抵抗を、生体組織に基づい
て予め分類しておく方法である。
【０００９】
【作用】請求項１の生体組織導電率の測定方法であれ
ば、生体を格子状の抵抗ネットワークでモデル化し、抵
抗ネットワークの格子点のうち、生体表面に位置する２
つの格子点間に能動的に電流を供給し、上記電流の供給
に起因して生体表面に位置する他の格子点に生じる電位
のパターンを計測し、上記電流が供給されたことに起因
して上記他の格子点に発生すべき電位のパターンを算出
し、計測された電位のパターンと算出された電位のパタ
ーンとの差の二乗和が最小になるように抵抗ネットワー
クを構成する各抵抗の値を補正して生体組織導電率を得
るのであるから、生体に対する影響は表面電位の測定だ
けであり、無侵襲で生体の組織導電率の測定を達成する
ことができる。ここで、実測パターンと計算パターンと
の差が最小になるまで、変更された抵抗値に基づく計算
パターンの獲得、および抵抗値の補正を反復するのであ
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るから、生体の組織導電率の高精度な測定結果を得るこ
とができる。
【００１０】請求項２の生体組織導電率の測定方法であ
れば、抵抗ネットワークを構成する抵抗を、生体組織に
基づいて予め分類しておくのであるから、補正対象とな
る抵抗の種類を低減することができ、ひいては生体組織
導電率を測定するための処理を簡単化することができ
る。即ち、抵抗ネットワークを構成する各抵抗を１つず
つ補正するのではなく、抵抗を分類毎に補正することに
なるので、上述のように、補正対象となる抵抗の種類を
低減することができる。
【００１１】
【実施例】以下、実施例を示す添付図面によってこの発
明を詳細に説明する。図１はこの発明の生体組織導電率
の測定方法の一実施例を概略的に示す図であり、人体頭
部における生体組織導電率の測定を行なう場合を示して
いる。図１において人体頭部を格子状の抵抗ネットワー
クでモデル化しているとともに、人体頭部の表面（以
下、単に頭皮と称する）に位置する任意の２点間に電流
源２により電流を供給し、電流源２により電流を供給し
たことに起因する頭皮の複数箇所における電位をそれぞ
れ取出し、取出された全ての電位の実測パターンＳｊを
得ている。尚、図１中に＋で示す点が格子点であり、白
抜きのＰで示す点が正の電流の供給点であり、白抜きの
Ｍで示す点が負の電流の供給点であり、白抜きの＃で示
す点が電位計測点である。また、Ｂが骨を示し、ｌが脳
髄液を示し、Ｎが脳神経系をそれぞれ示している。
【００１２】尚、上記モデル化の詳細は、図２に例示す
るとおりであり、例えば人体胸部の断層像に対応して多
数の抵抗を格子状に仮想的に配列し、隣合う抵抗どうし
を互に接続し、格子状の抵抗ネットワークを構築してな
る。図３はこの発明の生体組織導電率測定方法の一実施
例を概略的に説明するフローチャートであり、ステップ
ＳＰ１において生体を抵抗ネットワークでモデル化し、
ステップＳＰ２において上記抵抗ネットワークに対する
組織分類（同じ生体組織に該当する抵抗の値を互に等し
く設定すること）を行ない、ステップＳＰ３において、
生体の表面に位置する２つの格子点間に電流源２により
電流を供給し、ステップＳＰ４において、電流を供給し
たことに起因する生体の表面の複数箇所における電位を
計測して電位の実測パターンを得、ステップＳＰ５にお
いて、構築された抵抗ネットワークに対応する電位算出
式に上記供給電流を代入することにより、上記複数箇所
における電位を算出して電位の計算パターンを得、ステ
ップＳＰ６において、電位の実測パターンと電位の計算
パターンとの差の二乗和を算出し、ステップＳＰ７にお
いて、算出された二乗和を保持し、ステップＳＰ８にお
いて、ステップＳＰ６で算出された二乗和が最小である
か否かを判別し、最小でなければ、ステップＳＰ９にお
いて抵抗ネットワークを構成する一部の抵抗の値を所定

値だけ変化させ、再びステップＳＰ５の処理を行なう。
逆に、ステップＳＰ８において、算出された二乗和が最
小であると判別された場合には、ステップＳＰ１０にお
いて、該当時点における各抵抗の値に対応する生体組織
導電率を採用し、そのまま一連の処理を終了する。
【００１３】
【具体例】図１に示すように、人体頭部１を骨Ｂ、脳髄
液ｌ、脳神経系Ｎに組織分類してなる２次元頭部モデル
を作製し、組織導電率測定のシミュレーションを行なっ
た。但し、このモデルは、５ｍｍピッチで４０×２７ノ
ード（格子点）である。そして、骨Ｂ、脳髄液ｌ、脳神
経系Ｎに対してそれぞれ所定の導電率を割り当て、この
モデルに対して図１に示すように電流を供給した場合に
おいて算出される電位分布は図４に示すとおりであっ
た。
【００１４】図４に示す電位分布から電位の実測パター
ンを得、電位の実測パターンと電位の計算パターンとの
差の二乗和が最小になる組織導電率を推定したところ、
上記割り当てられた組織導電率と一致した。したがっ
て、図３のフローチャートに基づく処理を行なうことに
より、生体の組織導電率を高精度に推定できることが分
る。
【００１５】また、以上の説明から明らかなように、生
体組織導電率を測定するに当って、生体に対する電流の
供給、および生体表面における電位測定を行なうだけで
よいから、無侵襲の生体組織導電率測定を達成すること
ができる。さらに、この発明の方法を適用することによ
り、被験者に固有の生体組織導電率を高精度に計測する
ことができるので、生体表面における電位計測結果に基
づいて生体内部の興奮電流を求める場合に、個人差を考
慮することができ、興奮電流の推定精度を高めることが
できる。
【００１６】なお、上記実施例においては、組織分類を
行った状態で生体組織導電率の測定を行う場合について
説明したが、組織分類を行うことなく生体組織導電率の
測定を行うことも可能である。
【００１７】
【発明の効果】以上のように請求項１の発明は、無侵襲
で生体組織導電率の測定を達成することができるととも
に、電位の実測パターンと電位の計算パターンとの差の
二乗和が最小になるまで、変更された導電率に基づく電
位の計算パターンの獲得、および導電率の変更を反復す
ることにより、生体組織導電率の高精度な測定結果を得
ることができるという特有の効果を奏する。
【００１８】請求項２の発明は、推定対象となる組織導
電率の種類を少なくして生体組織導電率を測定するため
の処理を簡単化することができるほか、請求項１と同様
の効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【図１】人体頭部を格子状の抵抗ネットワークでモデル
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化し、頭部表面の２点間に電流を供給した状態を示す概
略図である。
【図２】モデル化を詳細に示す図である。
【図３】この発明の生体組織導電率の測定方法の一実施

例を説明するフローチャートである。
【図４】人体頭部を組織分類した状態で電位を計算し、
計算結果に基づいて得た等電位線図を示す図である。

【図１】 【図２】

【図４】
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【図３】

(5)                         特開平８－８９４９０


